








支援機関・情報サイト

地域には、事業者支援を行なう公設・民設のさまざまな支援機関・施設があります。

ご利用を検討される前に、相談窓口や支援内容によって、サービスを提供できる事業者の範囲が限られる場

合がありますので、必ずご確認をお願い致します。

ⅰ）経営の「見える化」支援
　経営革新又は異分野連携新事業分野開拓（以下、経営革新等）を行おうとする中小企業・小規模事業
者の財務状況、事業分野ごとの将来性、キャッシュフロー見通し、国内外の市場動向等の経営資源の内容、
その他経営の状況に関する調査・分析を行います。
ⅱ）事業計画の策定支援
　調査・分析の結果等に基づく中小企業・小規模事業者の経営革新等に係る事業の計画（経営改善計画、
資金計画、マーケティング戦略計画等）の策定に係るきめ細かな指導及び助言を行います。
ⅲ）事業計画の実行支援
　中小企業・小規模事業者の経営革新等に係る事業の計画を円滑に実施するためのきめ細かな指導及び助言
を行います。
ⅳ）モニタリング支援
　経営革新等支援を実施した案件の継続的なモニタリングを行います。
ⅴ）中小企業・小規模事業者への会計の定着支援
　中小企業・小規模事業者が作成する計算書類等の信頼性を確保して、資金調達力の向上を促進させるた
め、「中小企業の会計に関する基本要領」又は「中小企業の会計に関する指針」に拠った信頼性のある計
算書類等の作成及び活用を推奨します。

①経営革新等支援及びモニタリング支援等

中小企業・小規模事業者の経営改善（売上増等）や創業、新事業展開、事業再生等の中小企業・小規模
事業者の抱える課題全般に係る指導及び助言を行います。

②その他経営改善等に係る支援全般

中小企業等支援施策の効果の向上のため、補助金、融資制度等を活用する中小企業・小規模事業者の事
業計画等策定支援やフォローアップ等を行います。

③中小企業支援施策と連携した支援

認定支店機関検索　　http://www.smrj.go.jp/shienkikan_search/search.php

よろず支援拠点全国本部　　http://www.smrj.go.jp/yorozu/

（2）よろず支援拠点

「よろず支援拠点」は、経済産業省が平成26年度から、各都道府県に1箇所ずつ地域の支援機関と連

携しながら、中小企業・小規模事業者が抱える様々な経営相談に対応することを目的として整備し、中小

企業・小規模事業者の起業から安定までの各段階のニーズに応じて主に次の役割を担っています。

全国の商工会議所一覧　　http://www5.cin.or.jp/ccilist
日本商工会議所　　　　　http://www.jcci.or.jp/

（3）商工会議所

商工会議所法に基づいて国の許可を得て設立された法人で、全国514カ所に設置されています。会員

は地区内の事業者で、全国の会員総数は125万人です（うち青年部3.4万人、女性会2.3万人）。

地域総合経済団体として、「中小企業・小規模事業者の活力強化」と「地域経済の活性化」をミッショ

ンとし、政策提言（経済対策、地方創生、中小企業施策、税制改正、エネルギー、経済連携、震災復

興等）、経営支援、地域振興（まちづくり、観光振興等）、国際交流、産業人材育成（簿記検定、就

職支援等）等の事業を展開しています。

「経営支援」では、創業・第二創業、経営革新、新製品開発・新分野進出、販路開拓、事業承継、

海外展開など事業者の多様な課題解決に向けたきめ細かな支援を行っています（巡回・窓口支援件数

約174万件。消費税転嫁対策：巡回・窓口相談約125万件、講習会約33万人参加）。

全国の商工会・商工会連合会　　http://www.shokokai.or.jp/?page_id=1754
全国商工会連合会　　　　　　　http://www.shokokai.or.jp/

（4）商工会

商工会法に基づいて設立された特別認可法人で、全国1,671カ所に設置されています。会員は地域の

事業者で、全国で83.7万、地域事業者の約60％が加入しています。その他に4.2万の青年部員、10.2万

の女性部員が加入しています。

地域の「総合経済団体」として経済活動を通じた地域振興と国や都道府県の小規模企業支援施策の

実施機関として、金融・税務・経営・労務などの相談や販路開拓、経営革新、創業支援など様々な経

営課題の解決に向けた、きめ細かなかつ事業者に寄り添った支援を行っています（巡回・窓口支援件数：

296万件）。

さらに、各都道府県には商工会連合会があり、商工会と連携しながら広域的に事業者の経営支援を行っ

ています。

1． 支援機関

（1）認定経営革新等支援機関

中小企業を巡る経営課題が多様化・複雑化する中、中小企業支援を行う支援事業の担い手の多様化・

活性化を図るため、中小企業に対して専門性の高い支援事業を行う経営革新等支援機関（金融機関、

税理士、公認会計士、弁護士など24,444機関[平成27年11月25日現在]）を国が認定しています。認定

経営革新等支援機関が提供する主な支援内容は次のとおりです。

①既存の支援機関では十分に解決できない経営相談に対する「総合的・先進的経営アドバイス」

②事業者の相談に応じた「適切なチームの編成」

③案件に応じた「的確な支援機関等の紹介」といったきめ細かな対応
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（6）株式会社日本政策金融公庫

国の政策の下、民間金融機関の補完を旨としつつ、社会のニーズに対応して、種々の手法により、政

策金融を機動的に実施する、100％政府出資の政府系金融機関です。

次の３つの事業と、内外の金融秩序の混乱や大規模災害等の危機発生時において、指定金融機関に

対し、一定の信用供与を行う、危機対応等円滑業務を行っています。

①国民生活事業

　　地域の身近な金融機関として、小規模事業者や創業企業の皆さまへの事業資金融資のほか、お子
　さまの入学資金などを必要とする皆さまへの教育資金融資などを行っています。また、ソーシャルビジネ
　ス向けの融資として地域課題解決ビジネスにも積極的に融資を行っています。

②農林水産事業

　　農林漁業や食品産業の皆さまへの融資を通じて、国内農林水産業の体質強化や安全で良質な食料
　の安定供給に貢献しています。

③中小企業事業

　　融資、信用保険などの多様な機能により、日本経済の活力の源泉であり、地域経済を支える中小企
　業・小規模事業者の皆さまの成長・発展を金融面から支援しています。

注１）中小企業基本法の規定と同様に「常時使用する従業員」とは、パートやアルバイトなどの雇用形態にかかわらず、

　　労働基準法第20条の規定に基づく「予め解雇の予告を必要とする者」が従業員と解されています。また、会社役員及

　び個人事業主は予め解雇の予告を必要とする者に該当しないので、「常時使用する従業員」には該当しないと解されます。

注２）飲食店業は小売業に含まれます。事業がどの業種に属するかの確認は、中小企業庁のホームページをご確認ください。

　中小企業庁ホームページ：http://www.chusho.meti.go.jp/soshiki/teigi.html

（7）信用保証協会

信用保証協会法に基づき、全国に51の信用保証協会が設立されています。事業者に対する融資への

保証を行っており、保証に関する相談だけでなく、経営相談会や創業セミナーなども実施しています。保

証付き融資は、信用保証協会又は金融機関を通じて申込ができます。

（参考）NPO法人が信用保証制度を利用できるようになりました

第189回通常国会に提出された、株式会社商工組合中央金及び中小企業信用保険法の一部を改正す

る法律案が成立し、平成27年10月１日から特定事業を行う中小規模のNPO法人が、信用保証制度を活

用した融資を利用できるようになりました。

具体的には、特定事業（農業、林業（素材生産業及び素材生産サービス業を除く。）、漁業及び金融・

保険業（保険媒介代理業及び保健サービス業を除く。）以外の業種）を行い、かつ、常時使用する従

業員の数が次の表に示す範囲であるNPO法人が、信用保証制度を活用できます。

中小企業・小規模事業者と同様にNPO法人１者に係る保証限度額は、中小企業信用保険における普

通保険の限度額２億円と、無担保保険の限度額８千万円を合わせた２億８千万円となっています。（信用

保証協会の保証は、中小企業信用保険法に基づく信用保険に付されています。）また、これら一般保証

に係る保証限度額とは別枠で、中小企業信用保険の特例措置等に基づき各種の政策目的により創設さ

れた別枠保証に係る限度額についても、中小企業・小規模事業者と同様に要件を満たせば利用が可能

です。詳しくはお近くの信用保証協会までお問い合わせください。

特定事業が属する業種

小売業

卸売業又はサービス業

製造業その他

常時使用する従業員の数

50人以下

100人以下

300人以下

NPO支援センター一覧10　　http://www.jNPOc.ne.jp/?page_id=757
所轄庁11一覧　　　　　　  https://www.NPO-homepage.go.jp/shokatsucho

全国の支店　　　　　　　 https://www.jfc.go.jp/n/branch/
（株）日本政策金融公庫　　http://www.jfc.go.jp/

全国の信用保証協会　　　　　　　　　　http://www.zenshinhoren.or.jp/others/nearest.html
一般社団法人全国信用保証協会連合会　　http://www.zenshinhoren.or.jp/

（5）NPO支援センター

主にNPO法人の支援や、NPO法人に関する情報収集・発信を目的として、全国に設置されています。

地域により「市民活動支援センター」や「NPOサポートセンター」という名称が使われている場合もあります。

最寄りのNPO支援センターを確認したい場合は、下記NPO支援センター一覧をご確認いただくか、所轄

庁にお問い合わせください。

なお、本手引きではご紹介していない民間の地域課題解決ビジネス向け支援機関についてお知りになり

たい場合は、最寄りのNPO支援センターにお問い合わせください。

　認定特定非営利活動法人日本NPOセンター　ホームページ「NPO支援センター一覧」

10 NPOの支援センター一覧

所轄庁とは、特定非営利活動促進法に基づく特定非営利活動法人（NPO法人）の認証制度、認定制度の執行機関で
あり、都道府県又は政令指定都市を指します。

ＮＰＯ法人の制度等に関するお問い合わせを受け付けています。

11 所轄庁
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NPO支援センター一覧10　　http://www.jNPOc.ne.jp/?page_id=757
所轄庁11一覧　　　　　　  https://www.NPO-homepage.go.jp/shokatsucho

全国の支店　　　　　　　 https://www.jfc.go.jp/n/branch/
（株）日本政策金融公庫　　http://www.jfc.go.jp/

全国の信用保証協会　　　　　　　　　　http://www.zenshinhoren.or.jp/others/nearest.html
一般社団法人全国信用保証協会連合会　　http://www.zenshinhoren.or.jp/
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主にNPO法人の支援や、NPO法人に関する情報収集・発信を目的として、全国に設置されています。

地域により「市民活動支援センター」や「NPOサポートセンター」という名称が使われている場合もあります。

最寄りのNPO支援センターを確認したい場合は、下記NPO支援センター一覧をご確認いただくか、所轄

庁にお問い合わせください。

なお、本手引きではご紹介していない民間の地域課題解決ビジネス向け支援機関についてお知りになり

たい場合は、最寄りのNPO支援センターにお問い合わせください。

　認定特定非営利活動法人日本NPOセンター　ホームページ「NPO支援センター一覧」

10 NPOの支援センター一覧

所轄庁とは、特定非営利活動促進法に基づく特定非営利活動法人（NPO法人）の認証制度、認定制度の執行機関で
あり、都道府県又は政令指定都市を指します。

ＮＰＯ法人の制度等に関するお問い合わせを受け付けています。

11 所轄庁
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地域本部・事務所　　　　　　　　　　 http://www.smrj.go.jp/kikou/gaiyou/012105.html
独立行政法人中小企業基盤整備機構　　http://www.smrj.go.jp/index.html

（8）独立行政法人中小企業基盤整備機構

独立行政法人中小企業基盤整備機構法に基づいて設置されている独立行政法人で、全国９地域に地

域本部があります。中小企業施策の総合的な実施機関としての役割を果たすため、中小企業に対し、以

下の支援事業を行っています。その他、J-NET21（ポータルサイト）、中小企業振興新聞、メールマガジ

ン等を利用し、幅広い中小企業の施策・支援に関する情報を提供しています。

①起業支援
　　経営相談、インキュベ―ション施設など施設の賃貸借、ビジネスマッチング、eコマース支援、助成金・
　補助金、専門家派遣、など

②経営力強化
　　経営相談、知的資産経営支援、専門家派遣、事業承継支援、中小企業再生支援、産業施設・
　用地の提供、海外展開支援、農商工支援・地域資源活用、ビジネスマッチング、など

③事業の拡大
　　海外展開、専門家派遣、まちづくり・中心市街地活性化支援、ビジネスマッチング、産業用地の紹介、
　助成金、など

④人材育成
　　中小企業大学校運営、中小企業者向け研修、中小企業支援担当者向け研修、中小企業会計普及・
　啓発セミナー、など

⑤ファンド出資
　　中小企業に対する投資ファンド（投資事業有限責任組合）組成、経営支援（ハンズオン支援）、新
　事業展開の促進、中小企業の再生等支援

⑥共済制度
　　小規模事業者共済、経営セーフティ共済

⑦認定経営革新等支援機関向け支援
　　支援機関向け研修、地域活性化パートナー事業、地域支援機関等サポート事業、など

ミラサポ　未来の企業　応援サイト　　　https://www.mirasapo.jp/
ミラサポ運営事務局　コールセンター　　0570-057-222（平日9:00 ～17:00）

J-NET21　中小企業ビジネス支援サイト　　http://j-net21.smrj.go.jp/index.html

2． 情報サイト

（1）ミラサポ（中小企業・小規模事業者の未来をサポートするサイト）

「ミラサポ」では、誰でも簡単に補助金などの公的支援情報をまとめて見られるほか、事業に役立つイベ

ント・セミナーもご紹介しています。

また、無料メルマガに登録すると、定期的にお役立ち情報が届きます。

（2）J-NET21　中小企業ビジネス支援サイト

中小企業基盤整備機構が運営する、中小企業のためのポータルサイトです。公的機関の支援情報を中

心に、経営に関するQ&Aや数多くの企業事例などを簡単に調べることができます。

Q&Aや企業事例以外にも、全国の中小企業向け施策情報「支援情報ヘッドライン」、「中小企業ニュース」

などを毎日配信しています。

各都道府県の中小企業再生支援協議会　 http://www.smrj.go.jp/keiei/saiseishien/activity/048893.html

（9）中小企業再生支援協議会

中小企業再生支援協議会とは、商工会議所、商工会連合会、政府系金融機関、地域の金融機関、

中小企業支援センター及び自治体等から構成され、関係者間の日常的な連携を図ることで、地域の実情

に応じたきめ細かな中小企業の再生への取り組みを支援するため、経済産業大臣の認定により設置された

機関で、全都道府県にあります。

具体的な業務としては、事業再生の意欲がある中小企業者からの中小企業の再生に関する相談を受

け、助言を行っています。

また、相談のうち、事業再生は可能であるが、抜本的な財務体質や経営改善が必要な企業について

は取り組みを支援し、必要に応じて専門家に依頼して、共同で再生計画の作成支援等を実施しています。
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